
 

平成 16 年 12 月期  個別中間財務諸表の概要 

 

会 社 名  株式会社 レッグス          登録銘柄 

コード番号  ４２８６               本社所在都道府県 

（ＵＲＬ http://www.legs.co.jp ） 

代 表 者  役 職 名 代表取締役社長 

        氏 名 内川淳一郎 

問い合わせ先  責任者役職名 取締役管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

        氏    名 平賀一行        ＴＥＬ（03）3408－

決算取締役会開催日  平成 16 年 ８月 ５日        中間配当制度の有

中間配当支払開始日  平成   －年 －月   －日               単元株制度採用の
 

１．16 年６月中間期の業績（平成 16 年 １月 １日～平成 16 年 ６月 30 日） 

(1) 経営成績                              

 売  上  高 営 業 利 益 

 

16 年６月中間期 

15 年６月中間期 

百万円   ％

  1,871（   2.7）

1,821（△11.9）

百万円   ％

58（  95.2）

29（△82.1）

15 年 12 月期         3,588（△ 4.6） 26（△83.4）
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 

16 年６月中間期 

15 年６月中間期 

百万円   ％

40（ 28.7）

31（△74.0）

円  銭

6,107   38  

4,606   56  

15 年 12 月期 2（△97.8） 448   88  
(注) 1．期中平均株式数 16 年６月中間期 6,555 株 15 年６月中間期 6,753 株 15 年 12

2．会計処理の方法の変更   無 

3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金  

 

16 年６月中間期 

15 年６月中間期 

円 銭 

0 00   

0 00   

円 銭

－ －  

－ －  

 

15 年 12 月期 － －   1,300 00

(3) 財政状態                              

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

 

16 年６月中間期 

15 年６月中間期 

百万円 

2,310 

2,147 

百万円

1,609

1,610

15 年 12 月期 2,157 1,582
(注) 1．期末発行済株式数 16 年６月中間期 6,536 株 15 年６月中間期 6,598 株 15 年

2．期末自己株式数  16 年６月中間期   239 株 15 年６月中間期   177 株 15 年
 

２．16 年 12 月期の業績予想（平成 16 年 １月 １日～平成 16 年 12 月 31 日） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

 

通  期 

百万円 

3,710 

百万円

58

百万円

33

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）    4,740 円 86 銭 
 

（注）上記に記載した数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不特

の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項については、添付書類の７ページをご参照下さい。 

－ 30 － 
 
平成 16 年 ８月 ５日 

東京都 

3090     

無  有 

有無 無 

   （百万円未満切捨て） 

経 常 利 益 
百万円   ％

84（  44.8）

58（△72.2）

73（△67.6）

月期 6,675 株 

前年中間期増減率 

 

   （百万円未満切捨て） 

 1 株当たり株主資本
％ 

69.7 

75.0 

円  銭

246,223   80  

244,035   41  

73.3 239,850   26  
12 月期 6,598 株 

12 月期  177 株 

1 株当たり年間配当金 

期 末  
円 銭 

1,100 00  

円 銭

1,100 00 

定な要素を含んでおります。実際

http://www.legs.co.jp/


６.【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  1,008,119 788,534 747,242 

２．受取手形 ※３ 95,826 202,397 272,310 

３．売掛金  676,369 835,822 683,157 

４．たな卸資産  39,486 106,049 60,419 

５．その他  48,143 38,334 75,442 

貸倒引当金  △460 △120 △2,330 

流動資産合計   1,867,485 87.0 1,971,019 85.3  1,836,242 85.1

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１  6,533 8,554  8,140

２．無形固定資産   21,948 23,851  19,586

３．投資その他の資産    

(1) 関係会社株式  73,868 73,868 73,868 

(2) 繰延税金資産  76,849 77,622 80,173 

(3) その他  100,490 180,650 155,676 

貸倒引当金  － △25,342 △15,986 

計   251,207 306,798  293,732

固定資産合計   279,689 13.0 339,204 14.7  321,458 14.9

資産合計   2,147,174 100.0 2,310,223 100.0  2,157,700 100.0

    

 

－  － 
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前中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  252,298 376,584 333,756 

２．未払法人税等  25,562 44,650 － 

３．その他  63,238 69,022 38,656 

流動負債合計   341,099 15.9 490,258 21.2  372,413 17.3

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金  26,132 31,466 28,256 

２．役員退職慰労引当
金 

 169,796 179,179 174,499 

固定負債合計   195,929 9.1 210,646 9.1  202,755 9.4

負債合計   537,028 25.0 700,904 30.3  575,168 26.7

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   220,562 10.3 220,562 9.5  220,562 10.2

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  267,987 267,987 267,987 

資本剰余金合計   267,987 12.5 267,987 11.6  267,987 12.4

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  24,062 24,062 24,062 

２．任意積立金    

特別償却準備金  280 210 280 

３．中間（当期）未処
分利益 

 1,131,405 1,134,820 1,103,291 

利益剰余金合計   1,155,748 53.8 1,159,093 50.2  1,127,634 52.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  362 0.0 9,675 0.4  862 0.0

Ⅴ 自己株式   △34,515 △1.6 △48,000 △2.0  △34,515 △1.6

資本合計   1,610,145 75.0 1,609,318 69.7  1,582,532 73.3

負債・資本合計   2,147,174 100.0 2,310,223 100.0  2,157,700 100.0

           

 

 

－  － 
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,821,687 100.0 1,871,518 100.0  3,588,679 100.0

Ⅱ 売上原価   1,504,699 82.6 1,534,175 82.0  2,987,261 83.2

売上総利益   316,987 17.4 337,343 18.0  601,418 16.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  287,270 15.8 279,331 14.9  574,742 16.1

営業利益   29,717 1.6 58,011 3.1  26,676 0.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  29,103 1.6 26,121 1.4  48,437 1.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  804 0.0 96 0.0  1,879 0.1

経常利益   58,016 3.2 84,036 4.5  73,234 2.0

Ⅵ 特別利益   － － 1,011 0.0  － －

Ⅶ 特別損失   － － 8,006 0.4  58,505 1.6

税引前中間（当
期）純利益 

  58,016 3.2 77,041 4.1  14,729 0.4

法人税、住民税及
び事業税 

※４ 26,800 46,300 12,200 

法人税等調整額 ※４ 106 26,906 1.5 △9,295 37,004 2.0 △467 11,732 0.3

中間（当期）純利
益 

  31,110 1.7 40,036 2.1  2,996 0.1

前期繰越利益   1,100,295 1,094,784  1,100,295

中間（当期）未処
分利益 

  1,131,405 1,134,820  1,103,291

           

 

－  － 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評価

方法 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

同左 期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 ────── 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

 時価法 同左 同左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 製 品：個別法による原価法

仕掛品：個別法による原価法

貯蔵品：最終仕入原価法 

製 品：同左 

仕掛品：同左 

貯蔵品：同左 

製 品：同左 

仕掛品：同左 

貯蔵品：同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法 定率法 同左 同左 

  なお、主な資産の耐用年数

は次のとおりであります。 

建物     ３～15年 

器具及び備品 ４～10年 

  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法 定額法 定額法 

  なお、ソフトウェア（自社

利用）については、社内にお

ける見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

 なお、ソフトウェア（自社

利用）については、社内にお

ける見込利用可能期間（３～

５年）に基づく定額法によっ

ております。 

 なお、ソフトウェア（自

社利用）については、社内

における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

よっております。 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し回収不能

見込額を計上しております。 

同左 同左 

 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法（簡便法）に

より、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務額を計上してお

ります。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法（簡便法）に

より、当事業年度末における退

職給付債務額を計上しておりま

す。 



－  － 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額の100％を計上して

おります。 

同左  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額の100％を計上しており

ます。 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借処理に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

────── （1）ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外

貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っておりま

す。 

同左 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債

権債務等 

同左 

 （3）ヘッジ方針 （3）ヘッジ方針 

 外貨建取引の為替相場の変

動リスクを回避する目的で為

替予約取引を行い、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っ

ております。 

同左 

 （4）ヘッジ有効性評価の方法 （4）ヘッジ有効性評価の方法 

６．ヘッジ会計の方法 

 為替予約の締結時に、リス

ク管理方針に従って、外貨建

による同一金額で同一期日の

為替予約をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場

の変動による相関関係は完全

に確保されているので中間決

算日における有効性の評価を

省略しております。 

為替予約の締結時に、リス

ク管理方針に従って、外貨建

による同一金額で同一期日の

為替予約をそれぞれ振当てて

いるため、その後の為替相場

の変動による相関関係は完全

に確保されているので決算日

における有効性の評価を省略

しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法 （1）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

同左  税抜方式によっております。

────── ────── （2）自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準 

  「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１

号）が平成14年４月１日以

後適用されることになった

ことに伴い、当事業年度か

ら同会計基準によっており

ます。これによる当事業年

度の損益に与える影響は軽

微であります。 

なお、財務諸表等規則の

改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の資本の

部については、改正後の財

務諸表等規則により作成し

ております。 

────── ────── （3）１株当たり情報 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

｢１株当たり当期純利益

に関する会計基準｣（企業

会計基準第２号）及び｢１

株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針｣

（企業会計基準適用指針第

４号）が平成14年４月１日

以後開始する事業年度に係

る財務諸表から適用される

ことになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準

及び適用指針によっており

ます。なお、これによる影

響については、｢１株当た

り情報に関する注記」に記

載しております。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

────── ────── 

 当中間会計期間から「企業会計基

準第１号 自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準」（平成

14年２月21日 企業会計基準委員

会）を適用しております。 

 なお、この変更による影響額は軽

微であります。 

  

（中間貸借対照表） ────── ────── 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸

借対照表の資本の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成15年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年６月30日） 

前事業年度末 
（平成15年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

10,205千円 12,915千円 11,479千円 

２．受取手形裏書譲渡高 135,915千円 166,527千円 110,503千円 

※３．中間期末日（期末日）

満期手形 

───── ───── 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当期末日は金

融機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が期末残高に含ま

れております。 

   
 
受取手形裏書譲
渡高 

8,642千円

  

 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

※１．営業外収益のうち主要

なもの 

   

受取利息 117千円 535千円 197千円 

受取配当金 10,530千円 5,843千円 10,671千円 

経営指導料 18,000千円 18,348千円 36,000千円 

※２．営業外費用のうち主要

なもの 

   

支払利息 112千円 7千円 154千円 

為替差損 512千円 ― 1,545千円 

自己株式取得手数料 179千円 89千円 ― 

３．減価償却実施額    

有形固定資産 959千円 1,436千円 2,233千円 

無形固定資産 1,627千円 2,777千円 3,989千円 

※４．その他  当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期にお

いて予定している利益処分による

特別償却準備金の取崩しを前提と

して、当中間会計期間に係る金額

を計算しております。 

同左 ───── 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 
有形固定資産 
（器具及び備品） 

取得価額相当額 12,297千円 

減価償却累計額相当額 3,330千円 

中間期末残高相当額 8,966千円 
  

 

 
有形固定資産 
（器具及び備品）

取得価額相当額 12,297千円

減価償却累計額相当額 6,404千円

中間期末残高相当額 5,892千円
  

 

 
有形固定資産 
（器具及び備品）

取得価額相当額 12,297千円

減価償却累計額相当額 4,867千円

期末残高相当額 7,429千円
  

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 3,045千円 

１年超 6,018千円 

合計 9,063千円 
  

 
１年内 3,109千円

１年超 2,908千円

合計 6,018千円
  

 
１年内 3,206千円

１年超 4,542千円

合計 7,748千円
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
 
支払リース料 1,603千円 

減価償却費相当額 1,537千円 

支払利息相当額 104千円 
  

 
支払リース料 1,603千円

減価償却費相当額 1,537千円

支払利息相当額 72千円
  

 
支払リース料 3,206千円

減価償却費相当額 3,074千円

支払利息相当額 192千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同左 同左 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

  

１株当たり純資産額 244,035円41銭 

１株当たり中間純利
益金額 

4,606円56銭 

  

  

１株当たり純資産額 246,223円80銭

１株当たり中間純利
益金額 

6,107円38銭

  

  

１株当たり純資産額 239,850円26銭

１株当たり当期純利
益金額 

448円88銭

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式を発行していないため記載してお

りません。 

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金
額 

6,093円40銭

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

（追加情報）   

 当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

 なお、これによる影響は軽微であ

ります。 

 当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を

前事業年度に適用した場合の（１株

当たり情報）については、以下のと

おりであります。 

1株当たり純資産額        242,178円 49銭

1株当たり当期純利益金額     18,486円 92銭

1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

 損益計算書上の当期純利益    136,148千円

普通株式に係る当期純利益    125,248千円

普通株主に帰属しない金額の主な内訳 

  利益処分による役員賞与金  10,900千円

普通株式の期中平均株式数       6,775株
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 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 
(自 平成15年１月１日
至 平成15年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年１月１日
至 平成15年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額  

中間（当期）純利益（千円） 31,110 40,036 2,996

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

31,110 40,036 2,996

期中平均株式数（株） 6,753 6,555 6,675

  

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
 

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） － 15 －

（うち新株予約権） － 15 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ － 
新株予約権  1銘柄

潜在株式の数 105株

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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